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総 合 評 価 と 提 言 
 
 
 

 



 

総合評価と提言 

 

I  総 論 
 

 本調査は、ウランバートル第４火力発電所（以下 TES4）における現場調査及び収集した

資料を基に実施したものであり、維持管理補修計画の策定に当っては、単に機器及び設備

の補修計画に留まることなく、維持管理のための人材育成計画及び財務的規律を確保する

為の財務管理計画等にも配慮し、発電所経営に関する総合的な見地から検討を加えたもの

である。 

 本計画に記載した提言項目を確実に実施することによって TES4 の財政基盤と設備保守

管理を強化し、更には今後予測される電力及び熱需要の伸びに対して、良質の電力と熱エ

ネルギーの長期安定供給に寄与できるものである。 

 以上の観点から、各提言項目の実施過程においては下記が重要となる。 

 

- 本報告書に記載される提言を TES4 が確実に実施するためには、発電所の各組織長、所

員の理解と適正な実行が肝要であるとともに、モンゴル国政府の理解と電力セクターを

含む各エネルギーセクターの構造改革の推進が不可欠である。 

 

- 株式会社化された TES4 が今後自主的に自己資金調達を実施すべきであるが、内貨は充

分保持できるものの、機器購入等に必要な外貨の調達は現在のモンゴルの国際収支を考

えると非常に厳しい状況にあるため、この点に関して日本をはじめとした海外からの支

援が今後も必要である。 

 

- 組織改革、人材育成に関しては、運転技能及び管理技能の向上は、TES4 のみならず、

モンゴル国全ての発電所の効率化に大きく寄与するものであり、その過程においても日

本をはじめとした海外のソフト面での支援（技術支援、知的支援等）が不可欠である。 

 

 以上を踏まえた各調査項目別の評価と提言について、以下に記述する。 
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II 評価及び提言 
 
(1) 設備維持補修計画 
 今後の発電所維持管理に必要な補修対象設備の選定、施工計画、工事費の積算及び年

別資金計画を策定するとともに、補修改善効果と経済財務評価行った。その結果は、こ

の設備維持補修計画が実施に値するプロジェクトであると評価できるものであった。下

記にその評価結果と提言項目について列挙する。 
1) 補修設備の選定 

補修設備の選定については、その重要度及び現状設備の劣化度より３ランク

（A:補修改善効果大、B:老朽設備の更新、C：TES4 対応）に分けて策定した。

この中で特記事項としては、発電所の寿命を 40 年とし 2025 年までの運転継

続を考慮すると、10 年利用可能な灰捨て場を第 5、第 6 と増設する必要があ

る他、将来の需要増に備え故障の多い 80MW タービンの改修工事や環境規制

に対応する環境対策設備、その他延命工事等の実施が必要という点である。 
2) 補修効果 

上記の関連工事の実施により特に期待される補修改善効果を下表に示す。こ

の表から、各項目を確実に実施することによる効果は大きく、更には TES4
の財務基盤の強化につながるものである。 

補修対象設備（ランクＡ）の補修改善効果 

補修改善項目 補修改善効果（MTug／年） 

(1) 所内率の低減 693.6 

(2) 復水器真空度の回復 170.3 

(3) 重油消費量の削減 164.3 

(4) 稼動率の上昇 10,749.4 

合  計 11,777.6 

 

3) 将来の補修計画 

上記の補修計画を下図に示す 

     

     

大規模改修工事   Phase-II ランク A ランク B   その他 

   (約 70 億円) (約 90 億円) (約 47 億円)  延命工事 

定常修繕工事 2000 年;7%(2,800MTug) 2006 年;8% 2011 年;10% 2016 年;12% 
(含･ランク C) 

(含･第 4 灰捨場) 徐々に比率を上げて補修体制を整備する 
 80MW ﾀｰﾋﾞﾝ事前調査 80MW ﾀｰﾋﾞﾝ 第 6 灰捨場 環境対策 
特別修繕工事 第 5 灰捨場 改修工事  (10,000MTug)  
 (10,000MTug)   
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4) 経済財務評価 
補修計画でランクＡに選定した機器の補修効果及び補修計画に基づき、経済

財務評価を行った。その結果を下記に列挙する。 
‐ 経済評価においては、EIRR は計算不能であるが、B/C＝3.21 を得ること

ができ、この設備維持補修計画は実施するに値するプロジェクトである

と評価できる。 
‐ 財務評価においては、FIRR＝3.83%、B/C＝0.69 であり企業経営からは不

利であるが、TES4 の料金水準が低いためにもたらされたものと考えられ

るので、卸売価格の値上げが必要であると思われる。 
5) 資金計画 

資金計画については借入条件等の異なる下記 7 ケースを設定した。 
ケース 1： Phase-II 円借ベース 
ケース 2： Phase-II の円借を除き全額自己資金による調達の場合(但し、モン

ゴルの外貨準備が乏しく外貨分は海外から借入せざるを得ないた

め、現実的ではない) 
ケース 3： ケース 1 の条件の内、外貨分の金利を 30％（中央銀行統計による

2000 年の短期貸出平均金利）とした場合 
ケース 4： ケース 3 で各年のキャッシュフロー残高をプラスとするための許

容金利 10％を外貨分金利とした場合 
ケース 5： 外貨借入条件をより現実的なものとするため、返済期間を 5 年間

（返済猶予は建設期間）、金利を 30％とした場合 
ケース 6： ケース 5 で各年のキャッシュフロー残高をプラスとするための許

容金利 5.5％を外貨分金利とした場合 
ケース 7： ケース 5 で各年のキャッシュフロー残高をプラスにし、また債務

超過にならないようにするための最低販売単価（電力

33.35Tug/kWh 熱 6,900Tug/Gcal）とした場合 

 
ケース 1、3、4 は、外貨分借入れの返済期間を 20 年と仮定したものであ

るが、円借のように 1%といった低い金利でないと成り立たない。ケース 2
は所要資金が全て自己資金で賄うことができれば可能となるケースであるが、

現実には外貨が必要であるので、このケースも成立し得ない。 
上記 7 ケースのうち、将来民営化の可能性のある株式会社として直面する

ケースはケース 5 であるが、ケース 6 のように非現実的な低い金利を適用し

ても債務超過となり成立しないため、ケース 7 のように料金値上げをせざる

を得ない。 
このためには、まず第 1 に、会計処理の適正化と資産再評価及び減価償却

年数の正常化を行い、これにより現在の財務状況をより正しく反映した財務

諸表を作成することが必要である。 
次にモンゴルの金融市場では事実上長期貸出が行われておらず、借入条件が
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不明であるため、金融市場の整備は不可欠であり、また TES4 としては、個々の

借入れについての交渉の中で借入条件を明確にした上で、料金値上げの巾や時期

あるいは内貸を自己資金で行うか等を含めて計画を立てる必要がある。 

 

(2) 組織改革 
 TES4 は 2001 年 9 月に株式会社化され、独立した営利企業としての運営管理を求めら

れており、経営基盤と体質の強化が求められるものであり、より TES4 の自主性を考慮

した組織に見直し、組織の効率化、スリム化を図ると共に、全てを上部で決済するので

なく、下部組織の意識改革のためにも権限委譲を行う必要がある。更に、事故撲滅と電

力と熱の安定供給の意識を強化するため、権限の強い位置に安全衛生管理部と品質管理

部を設置すべきである。 
 また、設備の維持管理については、現在各運転課に分散している補修部門を全て補修

部に移籍して補修部門の一元化を図り、機器故障に対する補修部の責任を明確にし、補

修工事の質の向上を図る必要がある。主な提言項目を下記に列挙する。 
‐ ライン、スタッフ及び指揮命令系統のスリム化・明確化 
‐ 各組織においての権限委譲と、情報の共有化（各部、各課相互への周知徹底） 
‐ 安全衛生管理部及び品質管理部の設置 
 

(3) 設備運用管理 
1) 運転管理 

発電所においては、運転員の誤操作によるトリップや機器の故障が多発して

いる（2000 年では、合計 202 回の設備停止事故の内、運転員の誤操作等が約

24％を占めている）ことから、その対策が肝要である。今後改善すべき項目

を下記に列挙する。 
‐ プラント監視項目、警報値、運転制限値の把握と関連計器の整備 
‐ 巡視パトロールの徹底と機器チェックポイントの把握 
‐ 運転操作マニュアル、系統図の整備 
‐ 運転直間の情報伝達方法の改善 
‐ 運転データ管理手法の改善（運転日誌、チャート、経年劣化記録、効率

管理月報） 
‐ 補修作業時の電源管理の徹底、事故対応の強化（模擬訓練、事故操作要

項の整備） 
2) 保守管理 

補修部門では、同様の故障の繰り返しが、信頼性の低下、補修費の増大に繋

がっており、その対策が肝要である。今後改善すべき項目を下記に列挙する。 
‐ 保守管理体制の改善（日常補修、定期補修、中間補修） 
‐ 設備の状態把握（補修経歴、点検結果、事故原因分析） 
‐ 恒久対策、余寿命診断結果を踏まえた補修計画の立案 
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‐ 補修マニュアルの整備、補修技術の向上（マニュアルの整備、補修結果

のフィードバック） 
‐ 補修部品、材料、補修工具及び試験機器の整備 
‐ 補修作業環境の改善（整理整頓、養生及び清掃） 

3) 技術管理 
発電所の運転上密接に関連している管理項目が各課に分散しており効率的に

管理されていない。技術管理とは、発電所の効率向上、環境保全、設備維持

のために行うものであり、重要な事項であることから現状組織の見直しが肝

要である。 
具体的には、技術部と調査部を一つの組織として技術的管理を一元化し、特

に効率管理を徹底し、効率低下の原因究明とその対策を各部が協力して実施

する。一元管理及び整備すべき管理項目を下記に列挙する。 
‐ プラント効率管理 
‐ 石炭の品質管理 
‐ プラント水質管理 
‐ ボイラ燃焼管理 
‐ プラント性能試験 

4) 燃料管理 
計画した数量、品質の燃料を調達し、保管するために、購買計画、貯蔵管理、

受入・払出設備の管理を確実に行うことが肝要である。 
5) 在庫管理 

在庫管理とは、計画した数量、品質の予備品を確実に調達し、予備品の機能

を損なうことなく保管するために、購買管理、予備品等保有数量管理を行う

ことであり、補修計画と連係しながら計画的で無駄のない管理が肝要である。 
6) 安全衛生管理 

作業環境の悪さは、労働災害、労働疾患の発生はもちろんのこと補修結果に

も悪影響を与えるものである。下表に示すとおり、2000 年における労働災害

件数は 112 件に上っており、現状における作業環境の改善が必要である。 
この実施改善のためには、安全衛生管理部を社長直轄の機関として設置する

とともに、労働安全衛生改善に向けて、次頁に列挙した改善項目について実

施する必要がある。 

2000 年労働災害件数と職場復帰後の状況 

 単位：件   

復帰者の労働状況 労災補償金受領者の状況 労働災害件数

（診断書数） 職種変更 同職種 勤務継続 退職者 解雇 

112 17 35 10 12 38 
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‐ 作業環境管理体制の改善（権限強化） 
‐ 作業環境改善指導の徹底（照度、粉塵、騒音状況の改善・指導） 
‐ 事故発生状況と労働災害ゼロへの取り組み 
‐ 安全パトロール、防火パトロール及び危険個所の表示 
‐ 安全作業要領書の作成及び管理/作業区画の表示・整頓 
‐ 安全教育の実施（外部セミナー、社内安全教育） 
‐ 所員の健康管理 

 

(4)  環境保全 
 TES4 に求められる環境保全項目は、第１に灰捨場の増設、第２は安全弁へのサイレ

ンサーの設置である。さらに将来は灰の有効利用や排ガス中の硫黄酸化物の低減などが

求められると予想され、必要な資金を計画的に準備する必要がある。 
 以下に環境保全についてその評価結果と提言について列挙する。 

1) TES4 の排煙状況 
 1998 年の測定結果によれば、各号機から排出されるばい煙濃度(6%O2換算値)

はバラツキがあり、SO2 463～735 ppm、NO2 142～475 ppm の範囲にある。 
また、ダスト濃度(6%O2 換算値)については、1998～2000 年の測定結果では

190～942 mg/m3N 程度となっている。 
2) 拡散予測結果 
 ばい煙について簡易の拡散計算を行った結果、2000 年冬季（大気安定度：90%

以上）の平均風速 1.9m/s 及び最大風速 9.0m/s においては最大着地濃度地点が

それぞれ 30ｋｍ以上となり、大気汚染物質による市内への影響は少ないこと

が推測される。 
3) 騒音 
 発電所の通常運転時においては、発電所及び周辺の騒音は基準値 85dB(A)以下

であり、周辺環境への影響はほとんどない。しかし、安全弁が蒸気を放出す

る場合、安全弁の音圧レベルは約 150dB(A)で基準を超えており、発電所周辺

の騒音レベルも 85dB(A)を超過している。 
このため、サイレンサー設置などの消音対策が必要である。 

4) 廃水処理 
 生活排水を除く発電所の廃水全量がスラリーピットに集合され、灰捨場まで

の灰輸送に利用されている。本システムは排水処理を有していないが、廃水

は系外に排出されないため、周辺環境への影響はないものと考えられる。 
5) 灰捨場の運用上の問題点 
 95 年から運用中の第 3 灰捨場は、ほぼ満杯であり 2002 年以降は埋め立てが困

難な状況である。現在、TES4 が建設している第 4 灰捨場は緊急用（灰埋立て

期間：約 2 年間）であり、電力を安定供給するには長期間埋立可能な灰捨場

の早期設置が必要である。 
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 また、春季等の強い風が吹く場合に、第 3 灰捨場から石炭灰の飛散が発生し

周辺環境に影響を及ぼすことがある。このため、灰飛散を抑制するためには、

部分的な覆土の実施や定期的な散水等の対策が必要である。 
 

(5) 人材育成 
 優れた組織と管理システムを構築しても適材な人材なくして企業の発展成長はあり

得ない。企業の人材育成は、企業理念、経営目標、事業戦略に基づき必要な知識やスキ

ルをトレーニングするものであり、その実施においては、何のために研修を行うのか、

その研修結果が日常の業務にどのように反映されるか、組織と各個人レベルの理解と認

識を得て研修カリキュラムを確立する必要がある。 
 目標管理制度や改善提案制度などの業績評価制度はマンネリや減点主義に陥いらな

いよう定期的に見直すことが重要であり、その実施過程においては、施策の立案（Plan）、
実施（Do）、確認（Check）及び修正（Action）の繰り返しの実施を社員一人ひとりが常

に意識して行動することが肝要である。下記に改善すべき項目について列挙する。 
‐ On the Job Training の推進 
‐ 運転管理、保修管理及び効率管理教育、研修の実施 
‐ 企業理念の確立 
‐ 共通問題点の顕在化 
‐ 目標管理制度の徹底及び業績評価の見直し 
‐ 改善提案制度の推進 
 

(6) 財務管理 
 生産第一主義であった経営方針を、利潤の確保を意識した、計画利益達成主義に変更

していく必要がある。各部門毎に予算編成・執行の責任を明らかにすると共に、予算変

動要因に対して柔軟に対応する仕組みの構築のほか、生産原価の正確な把握のため、直

接部門と間接部門の費用区分及び電気と熱の生産原価の見直しも必要である。 
 資金管理は、今後経営上の重要な課題である。売掛・買掛の問題がどのように解決さ

れるか不明であるものの将来の自主管理に備え、運転資金と設備投資資金について資金

の調達と使途に関する資金計画を策定し、短期長期に資金不足を生じないように監視と

対策が適時できる企業としての資金管理の仕組みを構築しておくべきである。 
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